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　Ⅲ　社会的連帯政策を求めて

１．橋本健二の所説

　近年のわが国において，日本の社会経済の展

開と構造変化の問題を，階級・階層論と関連さ

せながら，理論と実証の両面で最も精力的に検

討を進めてきたのは，橋本健二であろう。同氏＊立命館大学産業社会学部教授

格差と貧困の諸問題（下）
──社会的連帯政策を求めて──

松葉　正文＊

　本稿の課題は，近年のわが国における格差と貧困に関する議論の活発な展開をふまえて，その内容
を現代資本主義の歴史的な構造変化，現代日本における経済格差の具体的な実証分析，そして社会的
連帯政策などと結びつけながら考察することにある。日本社会では，高度成長期以後，「豊かな人々」
が多数派を占めている。そして，ここで言う「豊かな人々」とは，けっして限られた富豪や富裕層の
みを指すのではなく，基本的生活手段を安定的に確保している人々という意味であり，社会経済的上
層と広範な被用者・中間層とからなる人びとのことである。こうした社会で，少数派である貧困層の
抱える問題を解決しようとすれば，貧困層と被用者・中間層（富裕層の一部を含む）とからなる新し
い民主的多数派形成とそれをふまえた社会的連帯政策の実現が必要である。それは，どのようにすれ
ば可能なのであろうか。この複雑で困難な問題について考えるために，本稿で私は，格差，貧困，階
級，階層などについて理論的考察を行ない，今日の日本経済における所得と資産の分布について具体
的な分析をし，さらに貧困の問題解決に寄与すると思われる経済政策と社会政策の骨格について考え
た。

キーワード：格差，貧困，経済的不平等，社会的連帯，階級，階層，所得，資産



の主張とその内容（到達点）を概略においてま

とめれば，次のようになるだろう１）。

　ａ）マルクスの階級理論について，一方では

有名な「共産党宣言」中の政治的に過度に強調

され理論的に単純化された規定を吟味して問題

点を指摘し，他方でマルクスには同宣言中の諸

規定とは異なったより客観的で緻密な階級に関

する理論的考察部分があるのを示したこと。

　ｂ）マルクス主義的階級論を相対化したうえ

で，それをも一部として含む現代社会分析の方

法概念としての階級に関する国内外の様々な代

表的理論について考察しまた紹介したこと。

Poulantzas，Althusser，Balibar，Carchedi，

Wright，Roemerなどの諸理論である。

　ｃ）橋本氏は，その上で，現代日本社会の階

級構造に関する具体的な実証分析に取り組んで

いる。しかも，その際，この分野での先行研究

（大橋隆憲，江口英一，富永健一，佐藤俊樹，な

ど）についての手堅いサーベイがなされてい

る。

　ｄ）戦後日本社会の主な階級構成区分とし

て，資本家階級，旧中間階級，新中間階級，労

働者階級の４つが挙げられている。

　ｅ）新中間階級は，主として，専門職層，管

理者層，事務に従事する被雇用者（ただし女性

では事務職を除外する）から構成され「搾取す

る階級としての性格がかなり強」（次項参照）

い，と規定されている。

　ｆ）現代日本における４つの階級間の搾取関

係は，以下の通りである。『階級社会　日本』

（青木書店，２００１年）の１３４頁に次の図があり，

そのあとの引用はそれを前提としたものであ

る。（なお，各階級の右にある数値は，全就業

人口に占める比率である。また，引用に際し，

必要に応じて漢数字を算用数字に改めた。）
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　「①資本主義的生産様式に属する三階級の平

均所得は４２５.９万円で，単純商品生産に属する

旧中間階級の平均所得３７２.６万円を５０万円以上

も上回っている。この事実は，資本主義的生産

様式は単純商品生産を搾取しているという仮説

を支持するものである。

　②資本主義的生産様式に属する三階級の間に

は大きな収入格差があり，資本家階級と新中間

階級の収入は三階級平均を上回り，労働者階級

は下回っている。このことは，資本家階級・新

中間階級の二階級が労働者階級を搾取している

ことを示唆するものである。

　もちろん，新中間階級がおしなべて搾取する

側にあるということはできまい。新中間階級内

部の格差はかなり大きく，２３.６％は収入が３５０

万円未満である。逆に労働者階級の２１.８％が，

４５０万円以上の収入を得ている。したがって，

新中間階級・労働者階級とも内部は一様ではな

いが，それぞれの階級を全体としてみれば，新

中間階級は搾取する階級としての性格がかなり

図　現代日本の階級構造と個人の平均収入
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強く，労働者階級は被搾取階級であるといえ

る」。（pp.１３４f.）

　しかも，「現代日本では，新中間階級と労働

者階級の間の格差が，資本家階級と労働者階級

の間の格差と同等あるいはそれ以上に重要にな

っているとみてよい」。（p.１３８.）

　こうした評価は，２００６年に出版された『階級

社会：現代日本の格差を問う』（講談社選書メ

チエ）では，次のようにより強調されている。

「結論的にいえば，新中間階級はいまや，労働

者階級を搾取する最大の搾取階級である。革命

によって資本家階級，つまり『少数の横領者』

を『収奪』しても，搾取はなくならない。なぜ

なら現代資本主義では，労働者階級に次ぐ多数

者である新中間階級こそが，最大の『横領者』

だからである。格差拡大を問題にするならば，

同じく被雇用者であり，左翼からこれまで同じ

ように『労働者』と呼ばれ，また多くの場合は

同じ労働組合に加入してきた新中間階級と労働

者階級の間の搾取関係の問題を，避けてとおる

ことはできない」。（p.１１１）

　ｇ）２００７年に出版された『新しい階級社会　

新しい階級闘争』（光文社）では，現代日本の階

級構造分析において，第５の階級として，派遣

社員，請負社員，フリーターなどからなる最下

層のアンダークラスが措定されており，次のよ

うに述べられている。「アンダークラスは１３８１

万人，就業者全体の２２.１％を占める巨大なグル

ープであり，その平均収入はわずか〔年間〕１５１

万円。膨大な富がここから吸い上げられ，資本

家階級と新中間階級の豊かな生活と，正規労働

者階級の『人並み』の生活を支えているのであ

る。『新しい階級社会』では，マルクスが指摘

したように資本家階級が被雇用者全体を搾取す

る一方で，資本家階級とともに新中間階級が労
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働者階級を搾取し，さらには資本家階級ととも

に労働者階級まで含んだ正社員全体が，派遣社

員・請負社員・フリーターなどのアンダークラ

スを搾取するという，重層的な搾取関係が成立

している。株主や最高経営者たちだけが搾取し

ているのではない。少なくとも大企業の正社員

なら誰でも，搾取する者，つまり格差拡大の加

担者になっている可能性があると考えなければ

ならない」。（p.１２７．〔カッコ〕内は松葉による

補注，また漢数字を算用数字に改めた。）

２．後藤道夫の所説

　近年のわが国において，格差拡大の問題をワ

ーキングプア増大と関連させながら論じている

代表的な研究者として，後藤道夫を挙げること

ができる。同氏が主張する内容の要点は，ほぼ

次のように纏められよう２）。

　ａ）彼は，まず問題の所在を，次のように規

定する。「現在の『格差問題』を『経済格差一

般』（収入・資産に差異があること自体）の問

題として論ずるのは間違いである。現代の格差

問題の中心は，常識的な最低限度の社会生活が

営めるか否かをめぐる格差（＝「絶対的格差」）

であり，それが不可能な人びとが増えたこと，

つまり深刻な貧困が大規模に拡大した点にあ

る。必要なときに医者にかかれるか否かの差

異，経済的理由による結婚の可能・不可能，な

どは絶対的格差とみなしうる。……問題にすべ

き相対的格差は，相対的格差一般ではなく，絶

対的格差を生み，拡大するタイプの相対的格差

である」。（p.３１）３）

　もっとも，後藤氏が案出したと思われるこの

「絶対的格差」という語は，やはりあまり適切

とは思われない。同氏が意図し伝えようとする

内容は理解しうるが，格差という相対的比較を



その本質的属性とする名詞に絶対的という形容

詞は，やはりなじまないと思うのだが。

　ｂ）彼は，１９９７年と２００２年の「就業構造基本

調査」を用い加工して，貧困世帯数を推計して

いる。その際，貧困基準は，生活保護費と給与

所得控除額を考慮して算出されており，生活保

護受給世帯の場合は当然ながら前者が基準（貧

困基準ａ）とされ，就業中の賃金労働者世帯の

場合はその双方の合計額が基準（貧困基準ｂ）

となっている。貧困世帯をわりだす際の具体的

な基準額は，１人世帯から５人以上世帯まで，

それぞれ順に，ａ １１５万円，１９２万円，２６１万円，

３１６万円，３８４万円，ｂ １９０万円，３００万円，３９４

万円，４６３万円，５４８万円，となっている。（p.３３）

　私は，これらの貧困基準額の設定には，ａの

１人世帯（この額はそれよりも幾分高いほうが

望ましい）を除いて，にわかに同意しがたい。

これらの基準で具体的に社会政策と福祉政策を

展開しようとすれば，おそらく財政的に維持不

可能であろう。

　ｃ）後藤氏によれば，日本の貧困世帯は，９７

年９００万世帯，０２年１１９２万世帯であり，それぞ

れ貧困世帯比率は，１９.５％，２４.０％である。そ

して，「０２年では，貧困線未満世帯の５９.４％がワ

ーキング・プア世帯であり，現在の貧困の中心

はワーキング・プアであることがわかる」。

（p.３３）

　ｄ）また，ユニセフの定義に基づくわが国の

児童貧困率は１４.３％（２０００年）であるが，同氏

の基準に基づく分析では２９.１％（０２年）であり，

「日本の子どもの３割は，貧困世帯で育ってい

る」という評価が示されている。（p.３４）

　ｅ）近年におけるワーキングプア増大の社会

的背景と歴史的帰結に関して，後藤氏は次のよ

うに述べる。「２００１年からの企業大リストラ・
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不良債権処理は大規模な解雇を生み出したが，

労働運動からの反撃やマスコミによる批判を受

けることは，ほとんどなかった。社会的な規範

としての長期雇用慣行の崩壊とみてよい出来事

であったが，この大きな転換は全体として社会

的に容認されたのである。……日本の資本家階

級は，そうした『階級妥協装置』の最終的解体

に成功したのである」。（pp.３８f.）

　ｆ）そして，「国民健康保険と国民年金保険

は，ワーキング・プアの労働者の社会保険とい

う性格を強めている一方，そうした低所得層が

払いうる保険料設定をしていないのである。

……雇用保険も期間が短いうえに給付額が生活

保護基準を下回る場合が少なくない。２００３年で

は，失業時の基本給付を受けているのは失業者

の４分の１にすぎない。また，１９６０年代半ば以

降，生活保護制度は勤労世帯をほぼ排除してき

た」。（p.４１）

　こうした現状認識をふまえて，彼は「現役勤

労世帯も賃金と社会保障で生活するという，ヨ

ーロッパ型の社会保障」（p.４１）制度と理念をわ

が国においても「再」構築する必要がある，と

論じる。

３．堀井憲一郎・赤木智弘の所説

　堀井憲一郎の著書『若者殺しの時代』（講談

社現代新書，２００６年）には，現代日本の経済社

会の特質と歴史的位置について考える際に，示

唆するところの多い優れた内容が散りばめられ

ている。また，同書の内容は，それ自体秀逸な

現代日本社会論ないし現代日本文化論ともなっ

ており，注目に値する。

　ここで，そのうちの最も興味深いと思われる

諸規定を紹介しよう（引用の後の数字は，同書

における頁数）。「でもそういう連中を自分たち



のまわりに引き込んだのは，若者だった。『革

命を夢見る美しい世界』から『画期的に楽しそ

うな世界』に方向を変えて歩み出し，結局僕た

ちは『楽しそうな世界地獄』へと自分を追い込

んでしまったのだ。」（４２）

　「１９８３年にいろんなものが変わり始め，１９８５

年に地層ごと動き出す。重厚を捨て，時代はポ

ップについた。つまり，考えるのをやめて，踊

り出したのだ。」（１１２）

　「空虚で熱気がある，という状況ほど，人を

動かしやすいものはない。ペテン師はみんな知

っていることだ。１９３０年代，ヒットラーとその

側近が，その熱気を利用して，ヨーロッパ全土

をドイツ系アーリア民族の土地にしようとし，

ある程度まで成功した。僕たちは『空虚で熱気

がある状況』が大好きなのだ。」（１３０）

　「社会のダイナミズムは，夕立のあとの虹の

ように，きれいに消えていってしまった。残っ

たのは，水たまりだけである。わりを食ったの

は若者だ。」（１３９）

　「それは，最初，無限の可能性を僕たちに与

えてくれてるように見えた。でも，ちがった。

みんなとつながっているということは，逃げ場

がないということだった。森の奥深くに僕たち

は追い込まれ，気がつくと断崖に立っていたの

だ。便利になっただけで，いろんな面倒を抱え

こまされた。話がちがう。」（１５０）

　「人類の理想ともいえる豊かさの中に暮らし，

でもその到達点の高さに気づかず，まだ発展す

るつもりになっている社会は，見えない底のほ

うからゆっくりと沈んでいく。」（１９１）

　この最後の引用文などは，いささか予言者風

の表現であるが，現代日本社会がはらむ根本的

問題性に対する堀井氏の優れた洞察力を示すも

のであると思われる。ちなみに，ここであえて
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付言すれば，私が現代社会の所得と富の公正な

分配について考察する際，常にこの最後の引用

に示される内容とかみ合うような理論的諸規定

を与えたいと念願しているのだが，残念なが

ら，私にとってそれは常に困難な課題でありつ

づけている。

　ところで，堀井氏のこうした規定へ私の眼を

向けるきっかけを与えたのは，赤木智弘『若者

を見殺しにする国：私を戦争に向わせるものは

何か』（双風舎，２００７年）１７４頁でのその紹介で

あった。

　赤木氏といえば『論座』２００７年１月号所収の

論稿「『丸山真男』をひっぱたきたい：３１歳フ

リーター。希望は，戦争。」で，一躍社会的注目

を浴びた人物である。若年フリーターおよびワ

ーキングプア層の現代日本社会に置かれた地位

と状況を，挑発的に鋭く告発する同氏の姿勢

は，社会から注目されまた肯定的あるいは否定

的に様々に評価されている。私も，赤木氏の論

稿は，現代日本社会が社会的弱者に対して極め

て冷淡であることを示し，またそれが弱者に向

って際限なく社会的矛盾のしわ寄せを行なう構

造をもっていることを浮彫りにし，さらにそう

した社会的現実のねじれた構造に由来する様々

な問題の所在を鋭く指摘し告発していること，

などの点で優れたものであると思う。同氏の文

章は明晰であり，それを介して，若年フリータ

ーやワーキングプア層の悩みや苦しみが，私達

にもひしひしと伝わってくるのである。

　それだけにまた，私は赤木氏が評判となった

『論座』論文に上記のようなタイトルを付した

ことを残念に思う。もっとも，この赤木論文に

対しては，雨宮処凛による次のような温かい共

感を伴った評価もある。「さて，あなたはどう

思うだろう。彼の戦争待望を，私は日本社会へ



の宣戦布告と理解した。なぜならば，フリータ

ーを代表とする不安定雇用の若者の日常は既に

『生き残り』を賭けた『戦争』状態だからだ。一

方で，ある程度安定した人たちが望むこの格差

社会の上での『平和』は，彼らをずっと戦場に

閉じ込めることになりかねない。戦争という希

望と，平和という絶望。この国で，『戦争』『平

和』の定義が逆転しようとしている」４）。

４．反貧困の経済政策と社会政策

　現在の日本政府は赤字国債をはじめ膨大な累

積債務を抱えている。その合計は，政府のみで

累積赤字国債とその他の長期債務を含めて８５０

兆円，政府・自治体あわせて１０００兆円にも達し

ている。それに対して，政府は債務を抱えてい

るが裏面で資産も所有しているとか，政府の特

別会計に潜む霞ヶ関「埋蔵金」などへの期待な

ど，財政危機の深刻度を緩和したりまた財政再

建への新たな妙案を模索しようとする見解もみ

られる。こうした見解に幾分かの真理が含まれ

ているのは事実であるが，しかし，政府資産の

大部分は庁舎や道路や橋など，その多くは実際

には売却が困難なもの，あるいは売却した場合

にはその利用負担金が新たに発生するものであ

る。また，「埋蔵金」などは，単年度予算の財政

赤字額の縮小に役立つことはあっても，政府が

抱える累積赤字全体の縮小には到底つながりよ

うがないものである。いずれも，本格的な財政

再建には数字が一桁も二桁も不足するていのも

のである。

　こうしたフローとストック両面での巨額に膨

れ上がった財政赤字の存在を念頭においたうえ

で，私達は，反貧困５）の経済政策や社会政策を

考えていかなければならない。残念ながら，私

達は，こうした厳しく困難な制約条件の中に置
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かれているのである。なお，累積赤字を解消す

る責任は，それを生み出した者にあり自分達に

はない，といった傍観者的態度ほど問題の解決

を遠ざけ遅らせるものはない。巨額に達した債

務の返済と償却を諦めたり放棄したりすること

は，市場経済の根本原理（所有権の尊重，契約

の遵守，債務の返済および債権の回収義務，等

価交換原則など）を毀損することであり，国家

レベルでそうした事態が顕在化すれば，日本の

国民経済は文字通り瓦解し，国土は全面的な経

済的無法地帯と化すであろう。

　ａ）税制改革

　この点では，まずこの間緩和され続けてきた

所得税と相続税の累進度を回復させ再「強化」

する必要がある。それが，社会的公正にかなっ

たことであると考えられる。なぜなら，この間

の高い税率部分の大幅な緩和は，明らかに富裕

層に対する過度の優遇措置であったからであ

る。

　所得税の最高税率については，現行の４０％か

ら，少なくとも１９８７年ないし１９８８年の６０％ほど

の水準に戻す必要があるだろう。また，相続税

の最高税率も，現行の５０％から，２００２年以前の

ように７０％へ戻す必要があろう。

　もっとも，消費税については，私はその引上

げが必要であると考える。社会福祉制度をより

充実させそれを安定的に運営するために，そし

てまた財政再建を着実に実行していくために

は，消費税の引上げはやむをえないものであ

る。高福祉には高負担が，低福祉には低負担

が，中福祉には中負担が，それぞれ対応する。

それ以外に，何かうまい方法や話が，残念なが

らあるわけではない。しかも，消費税は，所得

税や法人税に比べて，幸い景気変動への感応度



が低い。高齢化社会の進展で，ますます社会福

祉関連予算の増大が予想されるなかで，消費税

以外に安定した適切な財源は見当たらない。消

費税は１％の引上げで約２.５兆円の増収（国と

地方あわせて）が見込まれる。私は，今後の社

会福祉制度の充実を願い，また上述の政府累積

債務の現状をもあわせて考慮すれば，消費税の

１０％ほどの引上げは不可避であると考える。た

だし，食料品や医薬品などの生活必需品に軽減

税率を適用すること，人々の支払った消費税が

業者のふところに留まるいわゆる「益税」発生

の可能性を根絶すること，そのためにもインボ

イス（送り状伝票）方式を導入すること，など

の諸措置が同時に必要である。

　b）最低賃金制の改善

　２００７年現在の最低賃金は全国の加重平均で時

給約６７０円ほどであり，この水準では１箇月普

通に働いても生活保護水準にすら達しない場合

が多い。最低賃金の引上げが，中小零細企業の

賃金コストの上昇，ひいてはその経営を難しく

する問題を孕んでいることは考慮する必要があ

るが，それでも最低賃金の引上げ自体は，やは

り必要であろう。

　２００８年秋の改定により，最低賃金は，全国平

均で時給約７００円となった。しかし，この額で

は，年間２０００時間働いて１４０万円，３０００時間働

いても２１０万円である。最低賃金は，できれば

時給１２００円，どんなに少なくとも時給１０００円の

水準が確保されなければならないだろう。

　ｃ）大学授業料の無料化

　この主張は，意外で空想的なものと受けとら

れるかもしれない（私の粗い試算でも，日本の

大学授業料を無料にするためには，少なくとも
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２兆円以上の公費ないし資金が必要である）。

しかし，ヨーロッパ各国では，今日でも大学授

業料が無料ないしきわめて安い額であることは

珍しくない。それどころか，むしろ普通であ

る。外国だけではない。日本も戦後かなりの期

間，国公立大学のみであるが，授業料は事実上

無料に近かった（私が大学生であった１９７０年前

後では月千円であった）。そもそも，１８歳にな

って大人の仲間入りを果たしたばかりの若者か

ら，自らの力だけではとうてい負担し得ないよ

うな授業料（ないし初年度納付金）を徴収する

というのは，社会の仕組みおよび若者観がやは

り歪んでいると言わざるをえない。

　教育の機会均等は，機会の平等を重視する立

場からしても，その最も重要な要素のひとつで

あろう（ちなみに，私は，機会の平等も結果の

平等も，いずれも重視する）。本当に機会の平

等を重視するなら，そしてそれが内面的な裏付

けを伴ったものであるならば，義務教育だけで

はなく中等・高等教育における機会の平等，児

童の貧困問題解決への実効的な支援と制度設

計，相続に際しての強力な高度累進課税の実

現，これらの諸措置への真剣な模索が必要不可

欠である。

　ｄ）失業保険制度の改革

　現在の失業保険制度には，多くの非正規労働

者が加入しておらず，また公務員も加入してい

ない。保険制度の趣旨に照らして，また保険制

度の基盤を強化するためにも，制度の母体とな

る加入者を増やす必要がある。その点で，公務

員は直ちにその加入者となるべきである。安定

的な雇用関係が保証されている公務員といえど

も，さまざまな理由から退職ないし失業を余儀

なくされる場合はある。また，相対的に給与の



高い公務員層が失業保険制度に加入すること

は，制度の有効的で安定的な運営に大きく寄与

することもまちがいないだろう。

　また，保険料の拠出が困難な状況にある貧困

な勤労者には，国や自治体による保険料支払い

などの援助が制度として必要であろう。

　ｅ）社会保険改革

　保険料滞納者の増加や未納率の上昇から，制

度の運用と存立の危機が問題にされている国民

健康保険や国民年金についても，制度改革が必

要である。論ずべき問題は多々あるが，ここで

ぜひとも述べておきたいことは，保険原理の制

度的原則を盾にとって，保険料未納者に生じる

窮状を自己責任に帰して当事者を突き放すよう

なことは，社会がなすべきことではないという

ことである。租税原理による制度の抜本的改革

をめざすか，さもなければ公費による様々な助

成を考慮せざるをえないであろう。

　また，正規雇用と非正規雇用の間で，時給賃

金と社会保険の条件とを同一化する（いわゆる

オランダ方式）ことが，今後真剣に追求すべき

社会的目標（政労資間の合意が必要）となるべ

きである。

　ｆ）生活保護制度の運用見直しと拡充

　この制度については，なによりもまずその捕

捉率の上昇がはかられる必要がある。現行の捕

捉率１０％～２０％というあまりに厳しい運用実態

は，早急に改善されなければならない。親族に

よる支援，ミーンズテスト，自力就労などは，

確かに無視しえない重要な条件であるが，元来

そうしたものにもはや頼ることができず，生活

保護以外に活路がないというのが，この制度を

求めてくる多くの人びとの置かれた実際の状況
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であろう。

　また，この制度では，就労不可能な人びとだ

けではなく，就労しているが所得額が生活保護

基準に達しない人達や世帯にも，その差額分の

生活保護費の支給が当然なされるべきである。

【注記】
１） 橋本健二『現代日本の階級構造：理論・方
法・計量分析』東信堂，１９９９年；同『階級社会
　日本』青木書店，２００１年；同『階級社会：現
代日本の格差を問う』講談社新書メチエ，２００６
年；同『新しい階級社会　新しい階級闘争』光
文社，２００７年，参照。

２） 後藤道夫「過労をまぬがれても待っている
『貧困』」『週刊エコノミスト』２００６年７月２５日
号，pp.３４-３６；同「現代日本の格差拡大とワー
キング・プア」『歴史と経済』第１９５号，２００７
年；同「ワーキングプア増大の前史と背景：戦
後日本における貧困問題の展開」『世界』２００８
年１月号，pp.１１２-１２４，参照。

３） 後藤道夫の論文「現代日本の格差拡大とワー
キング・プア」中の頁数。以下，本文での（カ
ッコ）内の数字は，同論文に関するものである。

４） 雨宮処凛「『平和』という名の不平等」『ビッ
グイシュー』日本版，２００７年６月１日号，p.１９。

５） この用語は，湯浅誠の著書『反貧困：「すべ
り台社会」からの脱出』（岩波新書，２００８年）の
タイトルに依拠している。

　

むすび

　以上の考察から，私の云う「豊かな人々」が

日本社会の多数派を形成していること，少なく

とも貧困層は明らかな少数派であること，が結

論として言えるだろう。「豊かな人々」が多数

派であるというこうした状況を，次のように言

い換えることもできる。日本の富裕層と被用

者・中間層とは，たがいに共同して明確な多数



派ブロックを形成している，と。

　この多数派ブロックに属する被用者・中間層

の大部分は，彼らと貧困層（社会的弱者）との

間の社会的連帯政策に基づくブロック形成を志

向しておらず，逆に富裕層と共にそして彼らと

協働して私有財産の拡大を求めている。こうし

た階級・階層配置のもとでは，漸次性を中断す

るような社会的変革は，全く現実的基盤と根拠

をもたず，したがってまた合目的性をもたな

い。

　私は，理念的には，富裕層の一部をも含めた

被用者・中間層と貧困層（社会的弱者）との新

しい社会的連帯ブロックの形成を提案している

が，もとよりその実現可能性は決して容易では

ない。それでも，もし望ましい変革の現実的な

可能性があるとすれば，それは静かな進歩的・

民主的変革の形態をとるであろう。その変革主

体の政治的思想的課題は，国際的には東アジア

への個人補償をも含めた戦後補償の誠実な履

行，今日の「南」の世界への公正で民主的な援

助，地球規模での環境・資源問題への貢献と諸

民族の共生，国内的には企業社会に対置した市

民社会の復権，より具体的には資産よりも労働

そして権威よりも民主主義の価値が重視され，

個人の自由と社会的連帯が共存し，整備され充

実した社会保障の存在する社会である。

　その変革主体の社会的形成は，勤労者層の多

数と貧困層（社会的弱者）との間の政治的ブロ

ックの実現によってのみ可能となるだろう。そ

の決定的な鍵は，労働組合運動に結集する被用

者上・中層や種々の社会運動に参加する自立的

諸個人が，自己の更なる生活条件改善と社会的

地位上昇のみ
毅 毅

を求めるのではなく，貧困層や社

会的弱者との連帯政策を真剣に追求するかどう

かにかかっている。それは，社会的連帯政策で
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あり，ロールズ正義論の第２原理ａ＝格差〔是

正〕原理「最も不利な状況にある人々の利益の

最大化」を応用し，賃金引上げなどは次のよう

に行なうべきである。例えば，平均３％の賃上

げが獲得された場合，最も賃金の低い層が５％

賃上げし，最も賃金の高い層が１％［場合によ

り０％］，そしてその間の各層が順次５， ４.５，

 ４，……１.５，１％，……というように，その成

果を社会的に配分すべきである。逆に賃下げの

場合には，当然ながら，高賃金層に厚く，そし

て低賃金層に薄く，その負担が配分されるべき

である。そして，こうした考え方は，単に賃金

に関してだけでなく，社会的な成果の配分と損

失ないし負担の配分に対して，もちろん一般的

に適用されるべきである。更に付言すれば，上

記双方の考え方を統合した，次のような政策的

対応もありうる。例えば，社会や産業や企業等

の各レベルにおいて，それぞれの中央値を境と

して，給与額下位５０％には賃金引上げを，上位

５０％には賃金引下げを実施する，というよう

に。そしてその際，それぞれの層の内部での賃

金引上げと引下げには，上述の成果と損失［負

担］の配分についての考え方を適用するのであ

る。賃金ではなく年金のような場合，つまり給

与額ではなく給付額が問題になる場合でも，同

様である。

　なお，こうした社会的連帯政策を実行しよう

とする際に，緊要な留意点がある。それはこの

政策を志向する被用者・中間層の人びとが，自

らの経済的利害を１００％保全したうえで，貧困

層ないし社会的弱者の状況改善を呼びかけるの

みでは，社会的状況は一歩も動かないというこ

とである。貧困層ないし社会的弱者の人びと

は，被用者・中間層（および富裕層の一部）が

自らの利益をある程度犠牲にしてでも貧困層や



弱者救済を訴え実際にそれを行動に移す場合に

のみ，現実に彼らを信頼し彼らと連帯しようと

するだろう。その時にのみ，被用者・中間層と

貧困層（社会的弱者）との間の多数派連帯ブロ

ックが形成されるのである。

　それは実際には何を意味するか。これは，具

体的には，被用者・中間層が，貧困層や社会的

弱者の所得状況改善のため，たとえば自らの賃

金調整（引下げ）に応じたり，増税に応じたり

することを意味する。それをどのようにして具

体的に実施するか，またその際どのようにして

そうした行動への政治的社会的正当性を担保す

るかは，もちろん揺るがせにできない，重要で

しかも複雑な別途論じられるべき問題である。

しかし，社会的連帯政策という政策理念の基本

的方向とその含意は，ここで述べた通りであ

る。

　幸い，今日の日本の被用者・中間層には，そ

うした連帯政策を遂行しうる経済的「余裕」が

ある。もちろん，言うまでもなく，富裕層にも

同様の理念的呼びかけをし，必要とあれば富裕

税等の社会的負担を要請し実行するのが望まし

い。
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Abstract: This paper contributes to the ongoing discussion regarding economic differentials and 

poverty in Japan. It places this discussion in the context of the historical changes taking place in 

the structure of modern capitalism, and offers a concrete analysis of economic differentials and 

social solidarity policy in Japan. Following the country’s period of rapid economic growth, the 

majority of Japanese people have been affluent, in the sense that they have been able to secure 

the basic means of living, and they consist of an upper social strata, general employees, and the 

self-employed. To solve the problems still faced by the poor minority, what is needed is the 

pursuit of a social solidarity policy based on the formation of a new democratic majority consisting 

of the poor, employees and the self-employed (then, inclusive of a part of the rich). How can this 

be realized ?　In this paper, I consider this complicated and difficult problem by examining 

theoretically differentials, poverty, class and stratum, by analyzing the distribution of incomes and 

assets in Japan, and by investigating the framework of the economic and social policy which can 

contribute to the solution of the problems of poverty.
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